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資金運用表
による資金運用表の機能が分化されるのをみる。なぜならば，染谷教授の
資金運用表は純然たる資金運用表と当座資本明細表とにより構成されるが
（このことは従来の照含形式に一般的に顕現する），氏によれば，前者は資
金運用表に，後者は（資金勘定と）貸借対照表に分化されるからである。
すなわち勘定簿記法によれば，「当座資本の動きは，当座資本を構成する
当座資産お・よぴ流動負債の諾勘定自身に記録されている諸取引を分析し要
約して表示することもできるが，当座資産およぴ流動負債の諸勘定は，（1）
その関係する取引記録があ玄り多過ぎること，（2）当座資産およぴ流動負
債の諸勘定にあらわれる取引の多くは損益計算書のうちに示されることな
どの理由から，これを用いることは適当でない。昔1〕のである。したがって，
この代用として，染谷教授は当座資本明細表を作成し，期首と期末の当座
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資本諸要素の個別比較すなわち純増減比較法を用いて照合を行なうのであ
る。これに対し，行列簿記法によれぱ，上記の諸欠陥は緩和され，期中に
発生した資金ストックの総増滅量（当座資本の総増減量）の測定が容易に
なり，資金ストックの増減変化高は総増減比較により照合されることにな
る。
20）　流動資金勘定と資本資金勘定とに関し，氏は次のような説明を加える。すな
　　わち「流動資金勘定は所有者持分に影響を与える資金フローを表わす。それ
　　は“資金収益”（funds　reveme）と“資金費用”，（funds　expense）とにより構
　　成され，その差額もしくは“資金利益”は所有者持分の純変動を示す。そし
　　て凌んらかの分配率により，それは資本資金勘定に振替えられる。資本資金
　　勘定が多くの貸借対照表勘定の変化を表わすから，期末の貸借対照表は単に
　　これらの変化を期首の貸借対照表に加算することにより作成される。（R．A．
　　Rayman，op．cit．，p．78）と。
21）　高寺貞男著，『簿記の一般理論。，昭和42年，ミネルヴァ書房，pp．174－2（〕O－
22），23）　R．A．Rayman，op．cit、，p．58．
24）　高寺貞男著，前掲書，pp－200－206－
25）染谷恭次郎著，前掲書，pp．111－112．
26）注20），21）参照。
27）　譲渡持分（assigned　equities）と非譲渡持分（unassigned　equities）との区
　　別は次のようになされ乱すなわち「すべての持分は管理者の判断により譲
　　渡される。たいていの場合，譲渡は自動的であり（たとえぱ出資や回収によ
　　る），持分は譲渡されるものと考えられている。しかし譲渡が利益決定プロ
　　セス（たとえぱ資金取得や資金喪失）の後に生じる場合もあ孔このとき持
　　分は譲渡のプロセスが生じるまで，譲渡が不可能だとみなされる（R．A．
　　Rayman，op．cit．，p．65。）。
28）　資金取得や資金喪失は持分の自動的譲渡を伴わない資金のインフローやアウ
　　　トフローである（R．A．Rayman，op．cit．，P．65．）。
29）　この資金運用表と当座資金運用表において留意すべきは，「純利益の金額を
　　基準として減価償却など資金収支をとも凌わない費用や収益をこれに加減す
　　　るかわりに，売上高その他，現金もしくは受取債権という形態で企業に資金
　　を流入せしめる個々の収益項目を“資金の源泉”欄に示し、仕入高その他，
　　現金もしくは支払憤務という形態で企業から資金を流出せしめる費用項目を
　　“資金の使途”欄に示すのである（染谷恭次郎著，前掲書，p．124）。
30）　請求権の再評価の記帳は例えば次のようなときに行なわれる。まず資金スト
　　ックを減少させるアウトフローとして，不渡手形の発生，貸倒損失の発生，
　　市場性ある有価証券の価格下落等がある。また資金ストックを増加させるイ
　　ンフローとして，貸倒引当金戻入の発生，市場性ある有価証券の価格上昇等
　　がある（R・A・Rayman，op・cit・，p・64）。
31）染谷恭次郎著，前掲書，p．112．
32）　当座資本資金水平境界線よりも上側にある数値は当座資本資金のインフロー
　　を示し・その垂直境界線よりも左側にある数値は当座資本資金のアウトフ
　　ローを示す。したがって，図表IIIに示される物々交換取引の10，000は，水
　　平，垂直の両境界線から外側の桝目にあるから，原理的には，当座資本資金
　　の変動になんら関係のない非資金取引なのであるが，ここに「仲介的な収引
　　を仮定する方法。もしくは「フローを仮定する方法。を採用することにより，
　　それは資金取引と解釈されることになる。
5．
　前章で明らかにされたように，従来の照含形式による資金運用表の機能
が氏において資金運用表と資金貸借対照表とに分化される。この状況にお
いて，各々は資金会計の目的観と関連し，どのような意義を有するものな
のか，われわれは最終段階として，かかる問題に関する考察の筆をすすめ
ることにしようo
　さて，氏は資金運用表の意義に関し，次のように論述する。すなわち
「資金運用表は一定期間中に生じ発生原因別に分類される資金フローの報
告書である」萬2〕。「資金運用表は交換という外部敢引から生じる客観的な請
求権を言及する」3君〕。「資金“象元”は事実の継続的記録一企業体と利害
関係者との非特定流動講求権に関する記録である・舳。「それは多くの資金
フローの額を報告し，フローの原因となった活動を表示する。…（中略）…
それは交換活動の結果としての企業体と利害関係者との関係の変化に関す
るものである・品5〕（傍点注：筆者）＾っまり，資金運用表は企業体と利
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害関係者との交換取引から生じる資金フローもしくは非特定流動請求権の
フローを発生原因別に分類し表示し，両者間の関係変化を説明しようとす
るものである。このことは資金運用表の必要性もしくは目的に関する論述
に関連させしめ重要庄ことである。すなわち「会計はそれ自体，企業純利
益の測定と行動を共にしてきたが故に，資産と持分の状況変化に関する明
確な説明は慣習上の損益計算書と貸借対照表とによる両報告のなかで看過
されてきた。実際，この特別な欠陥を改善する必要性は，時に資金運用表
の明白な目的である・洲と。っまり，伝統的な企業会計制度のもとでは，
資本と利益との区別が基本的課題だと認識されるとともに，そのことが期
間損益決定の立場から遂行されようとするものであるから，損益計算涛や
貸借対照表では，新規機械設備の購入等の資産や持分の変動表示の立場か
らしか説明されえない取引項目が看過されることになる。いわゆる，損益
計算書と貸借対照表は企業敢引の原因と結果を説明するものといわれるの
であるが，実際には，損益計算書は貸借対照表の資本の増減変化（厳密に
は利益剰余金だけ）だけを説明するにとどまるといえるのである舳。ここ
に資産と持分の態様変化，いいかえれば企業体と利害関係者との態様変化
を説明しうる計算諸表が必要とされ，氏はこれに資金運用表を充当させる
のである。
　そして，一定時点での資産と持分の態様は資金貸借対照表に表示される
のである。この資金貸借対照表に関し，氏は次のように論述する。すなわ
ち「資金貸借対照表は歴史的原価による資産の一覧表であり，持分の一覧
表でもある。鎚〕。「一見，それは資産の在高や資産を処理する会計事実をも
報告するものとみなされる・酬と。かかる論述の内容は従来の貸借対照表
に関する論述と相違し凌いように思われる。しかし，それらの意義の相違
が資産と持分の概念相違に具現されるのをみる。氏によれぱ，「資産は，請
求権が特定であれ非特定であれ，流動であれ非流動であれ，企業体自身の
講求権のストックと規定される。もし現在もしくは未来に請求権が存在し
なければ，資産は存在しないのである・州と。っまり，資産は一定時点で
の企業体の利害関係者に対する請求権のストックなのである。そして，
「持分は利害関係者の企業体に対する非流動請求権である。企業体は利害
関係者から分離独立の実休であるから，所有者は利害関係者の1人であ
る。したがって，持分は長期債権者と株主たる所有者の非流動請求権であ
る。ωと。っまり，持分は長期債権者と株主の企業体に対する非流動請求
権なのである。したがって，われわれは，第2章の基本概念に関連させし
めて，氏の資金貸借借対照表を次のようにいいかえることができる。すな
わち，資金貸借対照表の借方は，企業体が利害関係者との交換取引により
獲得し保有する企業体の経済資源に対する請求権としての財産権利の正味
在高を表示する。他方その貸方は利害関係者が企業体との交換取引により
獲得し保有する特定の企業体にかかわる利害関係者の長期的な財産権利の
在高を表示する。これらのことから，資金貸借対照表は，企業体と利害関
係者との交換取引の絡果生じる，経済資源に対する請求権としての財産権
利の帰属関係を表示するものだとみなすことができるであろう。
　要するに，資金運用表と資金貸借対照表との関連性は資金取引の因果関
係を表示することにある。すなわち，資金貸借対照表は財産権利の帰属関
係の態様を表示し，資金運用表はその変化の原因を表示する。なかでも，
流動的凌帰属関係が従来の資金運用表目的観から，いいかえれば財務流動
性一債務返済能力の見地から重視され，資金ストックなる概念が資金貸
借対照表の借方に購買可能力表示という姿で具現されているのである。
32）　R・A・Rayman，op・cit・，p・78・
33）　R－A，Rayman，op．cit・，p．86．
34）　R・A・Rayman，op・cit・，p177・
35）　R．A．Rayman，op．cit・，p．58．
36）　R－A．Rayman，op．cit。，p．73．
37）W．J．Vatter，A㏄ounting　Measurements　for　Financial　Reports一，1971，
　　pp．245－246．
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38），39）　R・A・Rayman，op，cit．，p．78．
40）　R．A．Rayman，op．cit．，p．57．
41）　R，A．Rayman，op，cit．，p．58．
6．
　以上の考察で明らかにされたように，氏の資金会計領域は企薬体と利害
関係者との取引一交換取引およぴ資金取引領域にある。その理論は資金
取引により生じる資金フローと資金ストックのそれぞれを認識，測定する
ための論理構造であり，それはまたフローを表示するための資金運用表と
ストックを表示するための資金貸借対照表により構成される財務諸表体系
論でもある。そして，顕現する特徴に関し箇条書すれば，次の4点が列挙
されることになる。
1．基本的概念としての講求権概念の採用
2．資金概念のフロー性とストック性との認識
3．照合形式の資金運用表の機能分化
4．行列簿言己法の採用と資金勘定の設定
5．資金運用表の独立性
　さらにその目的は，すべての財務活動の報告にあり，染谷教授に従えぱ，
＜財務活動の明示＞である。したがって，氏の資金運用表は基本的には，
1893年のThe　Missouri　Pasfic　Rai1road　Co．とその被支配会社により作成
された“TheStatementshowingResourcesandtheirApPlication．”に代
表される，＜すべての貸借対照表勘定科目の変化一覧表＞立場に属するも
のと考えられる皇2㌧かかる基本的立場が基本概念としての請求権概念と行
列簿記法を媒介とし，われわれが重要な関心を示す，資金運用表と資金貸
借対照表の特質的特徴を顕現するものとみられる。っまり，それは財産権
利概念の帰属関係表示とその変化原因表示にある。ここに，われわれは氏
の資金理論の基本的態度をみる。かかる氏の基本的態度は，バッターが資
金理論の基本的態度を示すとき期間損益計算論の人格的類推を指摘し，財
務諸表が利害関係者への適止凌報告書であるがためには，少なくとも企業
会計思考から人格的類推もしくは所有概念をとりのぞかねば凌ら凌いと主
張する立場とは対照的なものである側。
　要するに，氏の資金理論は，企業体と利害関係者との両者の財産権利概
念もしくは所有概念から回避することなく，むしろ資産の保全，管理を媒
介とした財産権利の管理状況を，資金運用表と資金貸借対照表とを基本的
構成要素とする資金報告書において報告しようとするものだといえるだろ
う。したがって，このことが企業会計思考にみる利害調整の態様を遣求す
るわれわれに大き凌関心を抱かせるのであり，本稿において，われわれが
氏の資金理論の検討を行をった所似でもある。
42）　コール（W．M．Cole）が1908年に資金運用表を公表した頃，実際界において，
　　使途に応じてA，B二っのグループに類別される資金運用表が存在したとい
　　われている。
　　Aグループは単なる流動性の変動とその原因分析の立場であり，Bグループ
　　は本文に明記したすべての財務活動の報告立場のものである。凌お詳細は，
　　拙稿「資金運用表に関する初期の論争一エスケレとフィニーをめぐって。，
　　『白鷺論叢・（第4号）を参照のこと。
43）拙稿，「バッター資金理論の基礎的考察。，（その1），（その2），『白鷺論叢。
　　（第2号），（第3号）を参照のこと。
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